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に達し， この間の増加額は約7億6，00日万円だった。 第 1次大戦中の輸出超過
が在外金正貨の蓄積となったので1922年までは債務返済がすすみ，証券投資残
1) 拙稿，わが国電加産業に対する商接投資ーー第1次大戦前の場合 ， ，経済論事」第110巻，
第1.2号(1972年7.8月〕。



















1918 1，677 166 27 1，704 
1919 1，697 165 25 1，722 
1920 1，650 48 31 1，681 
1921 1，552 33 25 1，577 
1922 1，525 26 25 1.550 
1923 1，591 133 22 1，613 
1924 1，863 193 22 1，885 
1925 1，965 332 22 1，987 
1926 2，056 348 92 2，148 
1927 2，048 316 98 2，146 
1928 2，2日9 470 114 2.323 
1929 2，190 466 114 2，3口4
1930 2，352 466 114 2，466 







































3) 輯西光速z 大島情，加藤俊彦，大内力「円本における資本主義の発達J19581:F-. 231頁a
4) 小山弘健1 上梓貞二郎，北J原道貫「日本産業機構研究J1943年， 235-7"頁。
5) この時期目電力需要の増大は電力供給が「各産業部門の集中 独占化に閤応する統一的事中的
























1918年 398 354 
1919 443 597 
1920 521 676 
1921 308 1，030 
1922 303 1，272 
1923 185 1，136 
1924 175 2，125 
1925 213 1，288 
1926 210 1，135 
1927 224 822 
1928 170 779 
1929 215 881 
1930 300 510 









































信事業の独占をめざし RadioCorporation of America (以下RCA社〉を設立
し，国際通信カルテんをつくりあげたが，翌20年にはJ American T elcphonc 
& Telegraph (以下ATT社)， Western Electric (以下WE祉λ RCA社の3
社で特許相互使用協定，販路協定を結んだ。とれに対し， GE社に 歩遅れな







ドイツにおいては， 19世紀末にはすでに Siemens& Halske (以ト5H社〕
とAl1egmeineElektricitats Gesellschaft (以下AEG社〉が各々弱小り電機資
本を支配下に収め二大電機独占体の支配体制を築きあげていた。 1903年， SH 
社は通信部門の比重が高かったので，重電機部門の強化のために Schuckert& 
Com.pany ~合併してこの部門を強化し， Siemens Schuckertwerke (以下5S
社〕を創立L-，大電機コ Y ツ=ノレY となった問。 第 1次大戦によ η て大きな被
害を受けたドイツ独占資本ば，アメリカ金融資本の援助によって復興すると共





1913年の対ヨ ロッパ投資は3億 5，000万ドルにすぎず， 純債務国であったが















13) C.Lewls， America' s晶akeIn Internaiu:mal In凹 stnu':nts.19~8， p. 599 
表 3 GE社。締結した協定
l此締結時|継続則間|
1919司12rJ 1 20 年 |パテント交換・販路分割
同 上|不明|電球に関する技 1交換
1921年10)1I 15 年 |電球に閲する技術交換・古巧士的収路協定
1922年4月|不明| 同 上
1922年l月 l同 上|一般技術の交換・部分的販路分割
1919年10)1 1 同上 i 向 上
同」二|同上| 同 上




















1協定締結時 1継続期間|ホ叶 手 会 社 協 定 内 容
メトロポリタ γ ・ピツカース社 1922年10月 不明 強電力電機に関する技仙交換・販路分割
s 5 社 1924年10月 10 年 ハテント及び情報交換・販路分割
ヒ ン ザ 1925年11月 向上 WH社の特af使用権〔特許料支払いによる〕
セ九壬ラウヌ、ケ・コルベン株式会会(社チ 1923年1月 不明 司ミ 明ェコ〉
フショフルインダストリー株(式 1925年4月 向上 i司 上ノノレウェ 〉
三菱電機株式会社 1923'rll月 ITiJ 上 同 上
表-4
出所〉 前査と向じ 3 [j6-7~匂
わが国電機産業に対する外国直接投資 (211) 31 
協定」である。とくに1919年は GE社にとって画期的な年だった。同年， GE 
社は海外事業部を切断し InternationalGeneral Electric (以下 IGE社〉を設
立し従来 GE社との聞に結ぼれていた協定を IGE社に移管したが， これは
GE社が特許の排他的実施権を武器に国際的投資活動，カルテノレ行為を専門的
に行うことを機構的に強化しようとするものであり世界的再編の第一歩だ勺た
からである円 WH社は GE社より 2，3年遅れて GE社の協定先企業といわ














14) 小林袈裟治 fGEJ 197C年， 124-7頁ロ小林民は 1920年代に「ワー ルド エンタプヲイズ」と
してのGE社の基礎が固められたと述べられてい。。その機構的な基礎ιなったのは IGE社の
設立である。
15) アメリカ電機産業の年生産総価l額は 1914年の3憶 6，C∞万ドルから 1923年目14億ドル約4倍
弱橋大したが他方で企業数は 1， 048社か ~1， 782社へと増大したにすぎない。 J.Backman. The 
丘:Corwmicsof the Electrtcal MachinerッIn品 stry，1962， p.46， P.77 
16) とはいえ，日本は投資市場としては問題になり得ない程の比重である。 1924年-29年のアメリ
フわの対外投資総額は 69億1，000万ドル， うち対ヨ ロッバ31億5，000万ドノレ (46%)，そのうちド




























17) 住友電気工業は1920'午， 自社株式20%を口本電気に韻渡することで向性土が所有する WE社の
ケー フル製造設備および特許権を取得し設立された電線メ カ である。 日本電気はWE社の
子会社であるから， この時，事実よ直接投資がなされたと見なし得るが， WE社〈正確にはそ


































34 (214) 第 111巻第3号
障続出， 数々の失敗を演じ」即た。 すでに三菱電機創立前に将来提携すべき外
国電機会社の調査が行なわれ， アメリカの WH社， ドイツの s社，イギリ
λの MV社が挙げられていたが町 1921年技術提携が方針として決定され交
渉が開始された。 WH社は提携の条件として三菱電機の株式の3分の lの無償


























に対して三菱電機の場合， 提携時，三菱電機全株数30万株のうち WH社 2方
税500株で持株比率は 9.8%，1932年に 10%とな司たが，以降増加せず， 41年に
持株の一部を三菱本社に売却し終戦時には4.8%にとどまった'"役員比率につ
いては寓十電機においては 55社と古河電気工業とが半数づつであり，監査役












































































192昨 11924年i山 9年 1933竿
「支那」 1，372 501 385 342 
「関東州」 942 786 1，656 2，~;~ $1 
東南アS/7 0 397 227 278 171 
ヨー ローヅ/' 111 2 4 
ゴじ 米 17 63 1 
その他 b 245 175 129 169 













31) 前出.わが国電機産業に対する直接投資一一一第1次大戦前の場合←ー ， 62頁@
38 (218) 第111巻第3号
























































37) 岸幸喜「電気機器J1%(年， はわが国の電気産業の特徴は í~技術は外国から，資本は財閥か
ら』とL、う二つ白柱に支えられて尭足LたJ~把握するに李っている" (同書 16頁〉



















































いわゆる国産電球運動的がそれであ v た。 しかし巾小電機資本のこのような運
41) 芝浦製作所「芝浦製作所65年史J1940年>297頁.
42) 全国経皆調査機関連合舎編「昭和七年日本経済史J1933年， 162)'10 
43) 向上脅す表より計算。




















京電気，芝浦製作所， 三菱電機のいずれも GE社 WH1土の持株の売却，増
資株引受の拒否によって資本比率は大巾に低下し経営権は問題とならなくなっ








ことになり .J (日本電気株式会社，65年のあゆみJ1958年， 16:頁.)
